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研究成果の概要（和文）：本研究では，ネットワーク産業における規制や企業の戦略的行動がイ

ンフラ整備や市場構造に与える影響について考察し，主要な２つの分析結果を得た．第一に，

動学的分析により，ユニバーサル規制がインフラ整備の遅れを伴い，需要家間の不公平性を増

大させることがわかった．第二に，インフラ設備所有者の戦略的投資行動によって接続料金規

制が歪められたり，過剰なバイパス使用（過少な接続）状態が発生することがわかった． 
 
研究成果の概要（英文）：This research examines the effect of regulation and a firm’s strategic 
behavior on infrastructure penetration and market structures in network industries. We 
obtain two main analytical results. First, a dynamic analysis shows that universal service 
obligation induces the delay of infrastructure penetration, which in turn implies the 
enhancement of inequality among customers. Second, the strategic investment behavior of 
an infrastructure owner can distort access regulation, and it also induces overuse of a 
bypass (i.e., underuse of access) from a welfare perspective. 
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１． 研究開始当初の背景 
産業組織論におけるネットワーク産業に

関する理論研究，特に接続・託送という経済

制度を伴う競争市場環境に関する理論研究

は着実に発展しているが，そこではインフラ

施設が十分普及した状況を所与とし，そのも

とで小売料金規制の是非，最適接続料金の特

徴づけ，垂直構造の在り方等を考察する短期

分析が主流である． 
他方，現実の政策現場では，情報通信事業

における光ファイバー網や都市ガス事業に

おける高圧ガス・パイプライン網の整備，電

力事業における地域間連系電力線増設など，

インフラ整備が各事業や国民経済生活の将
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来を左右する重要な政策課題として挙げら

れる．しかし，理論研究において，理論モデ

ル内で企業のインフラ設備投資誘因やイン

フラ整備状況を内生的に取り扱った研究は

多くない．本研究は，インフラ設備投資誘因

やインフラ整備環境を内生的に取り扱い，長

期的視点からネットワーク産業の市場構造

や望ましい規制方法について分析する． 
 
２． 研究の目的 
具体的には，次に述べる３つの研究課題に

よって研究の発展を試みる． 
［Ａ］インフラ整備と水平的および垂直的市

場構造に関する動学モデルの分析 
インフラ設備投資が水平的市場構造（独占

あるいは複占）と垂直的市場構造（「１社垂

直統合企業＋接続」「１社垂直統合企業＋バ

イパス」「２社垂直統合」）に影響を与えるこ

とを説明する． 
［Ｂ］市場カバレッジ・モデルによるインフ

ラ建設のための企業間提携と接続の分析 
インフラ整備拡張のイメージを伝えるに

は「市場カバレッジ・モデル（直線あるいは

平面上の各点に市場があることを想定し，イ

ンフラ施設が敷設される市場の範囲（市場

数）を調べる）」が適当である．この静学ア

プローチ・モデルを用い，接続を通じた参入

企業へのスピルオーバー効果を考慮して，イ

ンフラ建設のための企業間提携誘因と接続

誘因の分析を拡張する． 
［Ｃ］双方向接続環境におけるインフラ設備

投資誘因の分析 
研究代表者による過去の設備投資誘因の

研究は，一方向接続（one-way access）を想

定していた．「双方向接続環境」における複

数のネットワーク所有者のインフラ設備投

資誘因の研究は少ない．双方向接続環境にお

けるインフラ設備投資誘因の研究に着手す

る第一歩として，本研究では，ネットワーク

規模拡張のための投資とネットワーク外部

性に焦点を当てて分析する． 
 
３． 研究の方法 
（１）本研究は理論研究であるため，主たる

研究場所は研究代表者・研究分担者・連携研

究者の個人研究室である．そこで月２回の定

例研究会合を持ち，各研究者の途中成果をお

互いに検討し合う形式で研究は進められた． 
（２）研究課題の整理と理論モデルの基礎理

論の確認作業は水野が既存文献を用いて行

った．水野は，ネットワーク産業の現状解説

と研究課題を整理し，「非協力ゲーム・アプ

ローチによる提携形成ゲーム」の手法と双方

向接続環境の基礎理論を解説した．松島は垂

直的市場構造に関する基礎理論，瀧井は動学

モデルに関する基礎理論を解説した．この作

業は，共同研究のための分析手法の把握と研

究課題の共通認識を得るために行った． 
（３）その後，［Ａ］，［Ｂ］，［Ｃ］それぞれ

の研究テーマに則った理論モデルの構築・分

析を行い，セミナー等で報告した． 
 

４． 研究成果 

（１）［Ａ］の研究テーマに関する研究論文

は，３本作成された．各研究論文の主要な結

果は以下のようである． 
（２）第１番目の「新インフラ建設のも

とで歪められる接続料金規制」の研究

論文では，静学理論モデル分析により

次の結果を得た．新インフラ建設が消

費者に対するサービス向上などの利点

から需要拡大効果を持つとする．また

，新規参入企業が新インフラ施設に接

続することによって，その需要拡大効

果のメリットを享受することができる

とする（これを「接続スピルオーバー

効果」と呼ぶ）．そのとき，接続スピ

ルオーバー効果が小さい場合，既存企

業の新インフラ建設は規制当局が設定

する接続料金の水準を高めに設定させ

る効果を持つ可能性があることを理論

分析により示した．この主たる理由は

，既存企業の（利潤最大化という）私

的誘因により投資量が社会的な視点か

らみて過剰にする誘因を持つ．なぜな

らば，接続スピルオーバー効果が小さ

いため，投資量を増やすことによって

，潜在的参入企業との品質差を大きく

することができ，参入企業の排除が容

易となるためである．このとき，投資

量が多いことを観察した規制当局は品

質の良い既存企業のサービスを使うこ

とが社会的に望ましいと判断するため

，規制当局は接続料金を高めに設定す

るという行動をとってしまうことにな

る． 

（３）第２番目の「バイパス過剰利用」の研

究論文では，上流市場においてインフラ設備



を所有する既存企業のほかに「バイパス技

術」を所有する企業の存在を所与として，イ

ンフラ設備への接続とバイパス利用の間に

利用における社会的な歪みが生ずるか否か

を設問として分析を行った．理論モデル分析

から次の結果を得た．インフラ設備所有者に

戦略的な投資機会があるとき，その所有者の

過少投資誘因から接続スピルオーバー効果

も小さくなってしまう．そのため，サービ

ス・ベース企業（インフラ施設を所有し

ない企業）である新規参入企業にとって，

インフラ設備へ接続して参入するよりも，生

産費用の低いバイパス技術を利用するほう

が特になる．つまり，参入企業にバイパスを

利用する誘因が生じる．これは，社会的経済

厚生の視点からみると，本来インフラ設備へ

接続したほうが望ましいにも関わらず，バイ

パス利用が行われてしまうという意味で「バ

イパスの過剰利用」が発生している状況であ

る．これが実際に均衡でも発生することを示

した．具体的に言うと，接続スピルオーバー

効果の大きい状況において，インフラ設備所

有者の過少投資によってバイパス過剰利用

均衡が発生してしまうことを示した． 
（４）「２タイプの企業が存在するもと

での接続・投資レジームの比較研究」の

研究論文では，施設ベース企業（インフ

ラ施設を所有する企業）とサービス・ベ

ース企業の２タイプの企業の存在を前

提として，既存企業と施設ベース企業の

投資誘因の違いや接続料金規制が引き

起こす効果について比較分析した．分析

より，「ビジネス置き換え効果」と「接

続による戦略効果」によって，様々なレ

ジームのもとでの投資誘因，参入企業の

排除誘因，規制の効果を説明できること

が判明した．たとえば，接続料金規制が

ある場合，規制下にある既存企業と規制

下にはない施設ベース企業の投資誘因

を比較すると，接続によるスピルオーバ

ーを避けたいという「接続による戦略効

果」のため，同じ生産技術を持っていた

としても既存企業のほうが投資誘因は

弱くなる．また，接続料金規制の有無に

よって接続料金規制の効果も検証する

ことができる．たとえば，接続スピルオ

ーバー効果が小さく，投資コストが低い

とき，接続料金規制がない場合のほうが，

社会全体のインフラ整備は促進される

こ と が 明 ら か と な っ た ． こ の 研 究

は ”Access and Innovation Regimes 
with Coexistence of Service-Based 
and Facility-Based Firms” by 
Matsushima and Mizuno (2012)として

まとめられている．現在，審査制学術雑

誌への投稿準備中である．  
（５）第１番目の研究論文は２つのセミナー

（札幌学院大学２０１２年２月，東京ガス

（株）２０１２年３月）で報告され，その最

終版は審査制学術雑誌に受理され，Mizuno 
and Yoshino (2012)として公刊された．第２

番目の研究論文は２０１２年５月にイタリ

アで開催されたコンファレンスで報告され

た．第３の研究論文は現在改訂中である． 
（６）［Ｂ］の研究テーマに関する研究論文

は，「ユニバーサル・サービス規制がネ

ットワーク整備に与える効果」の研究論

文としてまとめられた．この研究では，

「ユニバーサル・サービス規制」という

郵便事業や電気通信事業でみられる規

制が長期的視点からインフラ整備にい

かなる影響を与えるかを考察した．ユニ

バーサル・サービス規制は様々な内容を

含むが，この研究では「適正な料金がす

べての地域の需要家に同一の料金で提

供されること」という一律料金規制につ

いて焦点を当てて考察した．動学理論モ

デル分析により次の結果を得た．需要家

間の公平性を目的として既存事業者に

課されるユニバーサル・サービス規制は，

（都市地域等の）高収益地域における新

規参入企業のネットワーク整備を促進

させる効果を持つが，逆に（地方地域等

の）低収益地域における新規参入企業の

ネットワーク整備を遅延させる効果を

持つ．その意味で，動学的視点からみる

と，ユニバーサル・サービス規制は需要

家間の公平性を縮小させ，不公平性を増

幅させる効果を持つ．また，その規制は

インフラ整備を遅れさせる効果を持つ

ことから，動学的な効率性を下落させる

可能性も高いと言える．  
この研究論文は，２０１１年３月に京都大

学で開催された都市経済学ワークショップ

で報告された．その論文は審査制学術雑誌に

Gautier and Mizuno (2011)として２０１１

年６月に公刊された． 
（７）［Ｃ］の研究課題については，現時点



では既存研究の展望および理論モデル構築

の試行錯誤の段階で止まっている．具体的に

述べると，双方向接続環境ではネットワーク

外部性が働く場合，ネットワーク規模拡大誘

因が強まる点は明らかとなった．しかし，相

手の規模拡大投資効果を見込んで「ただ乗り

効果」も働くため，その分類が非常に複雑で

あり，現段階ではその整理に時間がかかって

いる状態である．次年度以降，この整理を進

め，この研究課題に積極的に取り組んでいく

予定である． 
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